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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 133,327 15.3 4,413 △30.3 4,451 △29.2 1,696 △63.8
25年3月期 115,645 0.2 6,331 0.7 6,287 5.9 4,691 39.7

（注）包括利益 26年3月期 6,955百万円 （△34.1％） 25年3月期 10,555百万円 （260.5％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 16.73 ― 1.5 3.0 3.3
25年3月期 46.26 ― 4.4 4.4 5.5

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 149,732 111,299 73.7 1,088.15
25年3月期 144,933 110,520 75.7 1,081.90

（参考） 自己資本 26年3月期 110,336百万円 25年3月期 109,706百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 8,151 △1,212 △5,418 31,920
25年3月期 164 △2,687 △4,317 29,026

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 2,433 51.9 2.2
26年3月期 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 2,433 143.5 2.2
27年3月期(予想) 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 65.8

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 68,000 3.9 2,300 46.8 2,100 55.8 1,300 55.9 12.82
通期 140,000 5.0 6,500 47.3 6,000 34.8 3,700 118.2 36.49



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 123,072,776 株 25年3月期 123,072,776 株
② 期末自己株式数 26年3月期 21,675,344 株 25年3月期 21,671,757 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 101,399,035 株 25年3月期 101,401,697 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 87,012 13.4 2,405 97.5 3,588 28.3 1,812 △25.7
25年3月期 76,750 51.2 1,218 △70.1 2,796 △49.0 2,440 6.7

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

26年3月期 17.87 ―
25年3月期 24.07 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 125,122 105,132 84.0 1,036.84
25年3月期 123,117 106,410 86.4 1,049.41

（参考） 自己資本 26年3月期 105,132百万円 25年3月期 106,410百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、2ページ「経営成績に関する分析」の[次期の見通し]を
ご覧ください。 
・決算補足説明資料は平成26年4月28日(月)に当社ホームページに掲載いたします。 
・当社は、平成26年5月7日(水)にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やかに当社ホームペ
ージに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

 

（１）経営成績に関する分析 

 

 [当期の経営成績] 

 当期の売上は、欧州においては、西欧中心に債務危機の影響が残ったものの期末にかけて回復が鮮明

になり、日本および北米においては、住宅投資を含め景気が緩やかに回復したことから堅調に推移しま

した。アジア、その他の地域においては、インドが引き続き堅調に推移したことに加え、中国、中東が

回復基調を示しました。さらに、為替が円安に推移したことなどから、売上高は１，３３３億２千７百

万円（前期比１５％増）となりました。 

 

 利益面においては、売上拡大やコスト削減などに努め、為替の後押しもあったものの、前期業績に大

きく貢献したライフサイエンス機器事業の国内での特需が終了したこと、在庫調整のため生産を抑えた

影響、売上の地域構成や製品構成の変化などにより、営業利益４４億１千３百万円（前期比３０％

減）、経常利益４４億５千１百万円（同２９％減）となりました。当期純利益は、国内工場再編による

事業構造改革費用や刈払機対策費用などにより１６億９千６百万円（同６４％減）となりました。 

 

［セグメント別状況］ 

①電動工具事業 

 日本においては、住宅投資の回復が続くなか、他社に先駆けて発売した高容量リチウムイオン電池搭

載のコードレス工具の拡販やホームセンタールートの取引拡大、さらには消費税増税前の駆け込み需要

を確実に捉える施策に努めたことなどから、売上高は前期比５％の増加となりました。 

 欧州地域においては、期末にウクライナの情勢が急変した影響によりロシアが減速しましたが、南

欧、東欧に続いて西欧が回復してきたことや、為替が円安に推移したことなどから、売上高は前期比

２４％の増加となりました。 

 北米地域においては、回復基調が進む住宅投資を追い風に、当社が強みを持つ空気工具を核として一

般販売店ルートの強化およびホームセンタールートの拡充に努めました。加えて、為替が円安に推移し

たことなどから、売上高は前期比３０％と大幅な増加となりました。 

 アジア、その他の地域においては、インドが好調を持続したことや、中国、中東に加え前期低迷して

いた豪州が回復基調を示してきたことなどから、売上高は前期比２０％の増加となりました。 

 その結果、当事業の業績は、売上高１，２９１億１千２百万円（前期比１８％増）となりました。営

業利益については、原価低減をはじめとした総コストの低減などに努めたものの、在庫調整のための生

産減による回収益の減少や、売上の地域構成や製品構成の変化などから、３８億８千万円（同１２％

減）となりました。 

 

②ライフサイエンス機器事業 

 販路の見直しや製品の積極ＰＲなどに努めたものの、前期業績に大きく貢献した日本での国家プロジ

ェクト関連のワクチン生産用連続超遠心機の特需が終了したことや、欧米市場での競争激化により厳し

い状況が続いたことなどから、売上、利益とも大幅減となりました。 

 その結果、当事業の業績は、売上高４２億１千５百万円（前期比３０％減）、営業利益５億３千３百

万円（同７２％減）となりました。 

 

 

 

［次期の見通し］ 

 次期の経済環境をみますと、日本経済は、消費税増税直後に駆け込み需要の反動減が見込まれるもの

の、金融政策や財政政策による景気の押し上げ効果が顕在化してきたことなどから、通期では緩やかな

回復が続くものと思われます。欧州経済は、ロシアを中心にウクライナ情勢の景気への影響が懸念され

ますが、ユーロ圏では緩やかな回復が持続する見込みです。また、北米経済は、金融財政政策もあり、

引き続き緩やかな景気回復が見込まれています。さらに、新興国経済も、一部鈍化が予想される地域は

あるものの全体としては底堅い成長が見込まれるなど、マクロの景況感としては、概ね堅調に推移する

と思われます。 

 

 このような状況下、当社グループは、次のような施策を推進してまいります。 
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①電動工具事業 

 世界市場を「規模の先進国」「成長の新興国」に分けて、それぞれの地域事情に合致した営業施策を

タイムリーに実施することにより売上の拡大を図ってまいります。 

 日本では、高容量リチウムイオン電池搭載製品を中心とした新製品を早期に市場へ浸透させてまいり

ます。また、すでに一部実施済ですが、重点地域での営業拠点の拡充や営業員の増強など営業力のさら

なる強化を推進し、引き続き旺盛な建築需要や徐々に本格化してくる東日本大震災の復興需要、さらに

は今後期待されるオリンピック関連需要に、着実にお応えできるよう努めてまいります。 

 北米においては、回復が進む住宅投資と密接に関係があり、なおかつ当社のシェアが高い空気工具を

中心にして、一般販売店ルート、ホームセンタールートともに積極的な拡販を図ってまいります。 

 欧州においては、一般販売店ルートはもとより、販売力のある大手購買組合や広域ホームセンターと

の取引深耕に努め、物量が期待できるハンマドリルや好評を博している高容量リチウムイオン電池搭載

製品の拡販、３６ボルトのコードレス園芸工具シリーズの市場浸透などによって売上拡大を図ってまい

ります。 

 アジア、新興国においては、インド、中東、ASEANなど成長の期待できる市場での新販路の早期戦力

化をはじめとした営業力強化に努めるとともに、各地域のニーズに適合した新製品をタイムリーに投入

していくことによって業容の拡大を図ってまいります。 

 

 一方製品面では、当社のコアであり得意とする基盤製品において、市場規模の大きな先進国向けを中

心に、ユーザー作業効率の向上を図るべく当社の独自技術を活かした魅力ある新製品を投入してまいり

ます。また、リチウムイオン電池搭載製品、ＯＰＥ（※）製品、アクセサリ（消耗品）を成長製品に位

置づけて、当社の売上拡大のけん引役となるべく注力してまいります。特にリチウムイオン電池搭載製

品については、高容量電池の完全互換性、長寿命、多重安全保護回路、製品デザインなど他社との競争

優位性を積極的に訴求し「リチウムの日立」のブランド確立を図ってまいります。 

 

②ライフサイエンス機器事業 

 主要取引先である大学・官公庁研究施設への販売強化と潜在需要の掘り起し、主力の超遠心機をはじ

めとした新製品のＰＲ、海外販売ルートの強化などを積極的に推進し、売上拡大を図ってまいります。

加えて、事業規模の一層の拡大をめざし、大型展示会への出展や遠心機活用メリットの訴求などを通じ

て新規販路である材料系顧客の開拓および取引拡大に努めてまいります。 

 

③収益について 

 収益面では、物量の拡大、利益の源泉である新製品の継続投入と積極拡販を図るとともに、設計段階

からの原価低減、最適生産やサプライチェーンの見直し、業務効率の向上など、損益を意識した取組み

の強化をグローバル規模で実施することによって、高収益体質への転換を図り、収益力のさらなる向上

を図ってまいります。 

 

④連結業績予想 

 以上のような各種施策を実行することによって、次期の連結業績は次のとおり見込んでおります。な

お、為替レートは１米ドル９８円、１ユーロ１３０円を前提としております。 

  （単位：百万円） 

   売上高  営業利益  経常利益 当期純利益

 平成２７年３月期  １４０，０００ ６，５００ ６，０００ ３，７００

 

（注）※「ＯＰＥ」とはOutdoor Power Equipment の略で、農林業や園芸などで使われるアウトドア 

   工具全般をいいます。 

 

 

（２）財政状態に関する分析 

 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当期末における総資産は、１，４９７億３千２百万円であり、前期末に比べて４７億９千９百万円の

増加となりました。このうち、流動資産は１，２２７億３千８百万円であり、７４億８千６百万円増加

しました。これは主に、受取手形及び売掛金が増加したことなどによるものです。 
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 負債は、３８４億３千３百万円であり、前期末に比べて４０億２千万円増加しました。これは主に、

会計基準の変更により退職給付に係る負債が増加したことなどによるものです。 

 純資産は、１，１１２億９千９百万円であり、前期末に比べて７億７千９百万円増加しました。これ

は主に、為替換算調整勘定が増加したことなどによるものです。 

 

 ②キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、たな卸資産の減少などにより８１億５千１百万円の

収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出などにより、１２億

１千２百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の減少や配当金の支払いなどにより、

５４億１千８百万円の支出となりました。 

 以上の結果により、フリーキャッシュ・フローは前期に比べ９４億６千２百万円改善し、また、現金

及び現金同等物期末残高は、前期末残高から２８億９千４百万円増加し、３１９億２千万円となりまし

た。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 

 [利益配分に関する基本方針] 

 将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的に勘案の上、株主への利益配分および内部留保額を決

定してまいります。また、内部留保資金につきましては、コアとなる製品、技術および合理化設備への

重点投資や事業規模の拡大、シナジー効果が期待できるＭ＆Ａのための資金など、その効率的な配分に

努めます。 

 配当につきましては、株主の皆様への速やか、かつ積極的な利益還元に努めており、四半期配当を実

施しております。また、年間の配当金額につきましては、経営環境の変化、将来の事業計画、業績、財

務状況などを総合的に勘案し、可能な限り安定的な配当の継続に努めてまいります。 

 

 [当期の配当] 

 当社は、配当の基本方針に基づき、当期も株主の皆様への利益還元を実施しております。当期の１株

当たりの配当金は、第１四半期、第２四半期、第３四半期それぞれ６円とし既に支払い済みですが、期

末配当につきましても６円を予定しております。この結果、年間配当は２４円となります。 

 

 [次期の配当] 

 次期は、引き続き積極的な利益還元をめざしながら、より安定的な四半期配当を実施すべく、配当は

第1四半期、第２四半期、第３四半期、期末、それぞれ６円を予定しております。これにより、年間配

当は２４円を見込んでおります。 
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２．企業集団の状況

 

 当社グループは、当社、子会社47社（非連結子会社１社を含む）により構成されており、主な事業

は、電動工具等の製造および販売です。なお、上記のほか、親会社として㈱日立製作所があり、その主

な事業は、電気機械器具他各種製品の製造および販売・サービスです。 

 当社グループの主な事業の概略図は次のとおりです。 

 

 （注）１．上記概略図は、平成２６年３月３１日現在のものです。 

２．三京ダイヤモンド工業㈱（※1）の主な事業内容は、ダイヤモンド工具（電動工具用アク

セサリ）の製造および販売です。 

３．㈱日工タナカエンジニアリング（※2）の主な事業内容は、エンジン工具の販売です。 

４．※3は、関係会社以外の関連当事者です。 

５．㈱日立工機マニュファクチャリング＆サービス（※4）は、平成２５年４月１日付で日工

ソリューションズ㈱と㈱日立工機原町が合併し商号を変更した会社です。 
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３．経営方針

 

（１）会社の経営の基本方針 

 

 当社グループは、ユーザーニーズに適合したイノベイティブで高性能、高品質、かつ顧客満足度の高

い製品およびサービスの提供を通じて社会に貢献することを経営の基本方針とし、グローバル企業とし

て、電動工具等の事業をワールドワイドに展開しています。また、自らも社会の一員として、「基本と

正道」を旨に、コンプライアンスの強化と企業倫理の徹底に努めることにより、社会から信頼される企

業となることをめざしています。 

 

 この基本方針の下、当社グループは、絶えず変動する経営環境の中、その環境変化に迅速に対応しつ

つ、積極果敢な経営施策を実施し、業績の向上、事業の成長性を追求し続けています。今後ますます競

争が激化するマーケットにおいて、当社グループは、グローバルでの熾烈な競争に勝ち抜き、かねてよ

り目標に掲げてきました「世界のメジャープレーヤー」に向かって邁進してまいります。 

 

 

（２）目標とする経営指標 

 

 「世界のメジャープレーヤー」をめざして事業規模の拡大を図る一方、継続的な事業の成長、発展を

実現するためには、収益性の追求は欠かせない要素となります。当社グループは、連結営業利益率

１０％以上を目標とし、さらなる企業価値の向上のためにたゆまぬ努力を継続してまいります。 

 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

 

 当社グループは、ますます激化するグローバル競争に勝ち抜くための強靭な企業体質を構築すべく、

営業力、製品開発力、コスト競争力の強化等に取り組み、業績の向上をめざし様々な経営施策を積極果

敢に推進してまいります。特に、現下の厳しい市場環境に鑑み、収益力の改善に向けた諸施策に注力い

たします。 

 また、環境経営を重視し、製造・販売一体となった環境管理の充実を図っていくとともに、事業活動

にかかわる省エネルギー化の強力推進や環境に配慮した製品（エコプロダクツ）の積極展開、廃棄物等

の徹底削減などに取り組んでまいります。 

 

 今後の中長期的な経営戦略および対処すべき課題は、次のとおりです。 

①各地域の景気動向やカントリーリスクを的確に見極め、「規模の先進国」「成長の新興国」双方に

おいて販売ルートの開拓、深耕等各種営業施策を積極的かつタイムリーに展開することにより、事

業規模の拡大を図ってまいります。 

②当社のコアであり最も得意分野である基盤製品の定期的なモデルチェンジの実施、ユーザーニーズ

を創出する競争優位な戦略製品や他社にないイノベイティブな製品の開発推進により、収益力のあ

る新製品を継続的に市場投入してまいります。小型、軽量、高耐久、作業量・作業速度アップ、低

振動、低騒音、粉塵飛散軽減等、ユーザーの作業効率向上や作業環境改善を志向した製品開発を強

化し、顧客満足度の高い製品を拡充してまいります。加えて、新製品の早期市場浸透を図るべく、

戦略的な取り組みを強化してまいります。 

③成長分野であるリチウムイオン電池搭載製品について、電池の高容量、高電圧化を進めるととも

に、高効率で省エネルギーなブラシレスモーターを搭載した製品をはじめ、幅広いシリーズ展開を

推進し、グローバルブランドとしての「リチウムの日立」の確立に向けて、積極的に取り組んでま

いります。 

④市場の大きなＯＰＥ（※）事業については、他社との差異化を図るべく、電動、コードレス、エン

ジンとさまざまな動力の製品を総合的にラインアップしている当社の強みを活かし、高性能で信頼

性の高い当社独自製品の開発に努め、シェアアップを図ってまいります。 

⑤電動工具製品と同程度の市場規模があるアクセサリ（消耗部品）分野について、ラインアップの強

化等により業容の拡大を図ってまいります。 

⑥激化する価格競争に対応した収益力の強化を図るべく、さらなる原価低減を意識した設計・開発に

取り組むとともに、生産コスト、直接材コスト、間接コストなどあらゆる面で徹底したコスト削減

を図ってまいります。 
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⑦グローバル最適生産体制の追求やグローバルサプライチェーンの再構築を図ることにより、安定的

な供給体制の確立に努めるとともに、さらなる信頼性向上を図るべく世界同一品質体制の構築をめ

ざしてまいります。 

⑧ライフサイエンス機器事業におきましては、当社の持つ高い技術力を活かした高付加価値製品を材

料系市場等新分野へも展開することにより規模の拡大を図るとともに、高収益事業としてさらなる

成長を図ってまいります。 

⑨財務面では、質・量両面での在庫の適正化、生産から販売までのグローバルサプライチェーンマネ

ジメントの改革など、より効率的にキャッシュを生み出す体制の強化を図ってまいります。 

⑩Ｍ＆Ａやアライアンスを重要な戦略の一つとして位置づけ、当社の推進している電動工具事業、総

合ＯＰＥ事業、アクセサリ事業等において、迅速な規模の拡大を図るべく引き続き検討してまいり

ます。 

 

（注）※「ＯＰＥ」とは、Outdoor Power Equipmentの略で、農林業や園芸などで使われるアウト 

   ドア工具全般をいいます。 

 

 

日立工機㈱(6581)平成26年3月期 決算短信

7



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 15,861 18,318 

預け金 13,165 13,602 

受取手形及び売掛金 34,860 39,589 

たな卸資産 47,837 46,366 

繰延税金資産 1,920 2,766 

その他 2,508 3,213 

貸倒引当金 △899 △1,116 

流動資産合計 115,252 122,738 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 31,756 29,320 

減価償却累計額 △20,782 △19,479 

建物及び構築物（純額） 10,974 9,841 

機械装置及び運搬具 36,626 34,991 

減価償却累計額 △32,950 △31,476 

機械装置及び運搬具（純額） 3,676 3,515 

土地 2,633 2,083 

その他 10,966 11,775 

減価償却累計額 △9,120 △9,867 

その他（純額） 1,846 1,908 

有形固定資産合計 19,129 17,347 

無形固定資産    

のれん 4,459 4,175 

その他 1,442 1,698 

無形固定資産合計 5,901 5,873 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,116 880 

前払年金費用 1,573 - 

繰延税金資産 1,085 2,216 

その他 877 678 

投資その他の資産合計 4,651 3,774 

固定資産合計 29,681 26,994 

資産合計 144,933 149,732 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 7,590 9,743 

短期借入金 12,328 10,753 

未払費用 6,973 8,187 

未払法人税等 521 836 

役員賞与引当金 51 33 

資産除去債務 58 27 

その他 3,181 3,158 

流動負債合計 30,702 32,737 

固定負債    

退職給付引当金 2,976 - 

役員退職慰労引当金 397 230 

退職給付に係る負債 - 5,016 

資産除去債務 231 243 

その他 107 207 

固定負債合計 3,711 5,696 

負債合計 34,413 38,433 

純資産の部    

株主資本    

資本金 17,813 17,813 

資本剰余金 21,558 21,558 

利益剰余金 90,222 88,746 

自己株式 △13,635 △13,638 

株主資本合計 115,958 114,479 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 26 25 

為替換算調整勘定 △6,278 △2,498 

退職給付に係る調整累計額 - △1,670 

その他の包括利益累計額合計 △6,252 △4,143 

少数株主持分 814 963 

純資産合計 110,520 111,299 

負債純資産合計 144,933 149,732 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 115,645 133,327 

売上原価 71,240 88,231 

売上総利益 44,405 45,096 

販売費及び一般管理費 38,074 40,683 

営業利益 6,331 4,413 

営業外収益    

受取利息 204 246 

受取配当金 18 20 

不動産賃貸料 413 371 

その他 190 337 

営業外収益合計 825 974 

営業外費用    

支払利息 170 181 

為替差損 203 290 

固定資産除却損 67 87 

不動産賃貸費用 250 178 

その他 179 200 

営業外費用合計 869 936 

経常利益 6,287 4,451 

特別利益    

受取補償金 142 － 

固定資産売却益 19 － 

投資有価証券売却益 － 45 

特別利益合計 161 45 

特別損失    

特別退職金 80 － 

訴訟和解金 55 － 

子会社整理損 29 74 

事業構造改革費用 － 756 

製品自主回収関連費用 － 663 

固定資産売却損 － 244 

特別損失合計 164 1,737 

税金等調整前当期純利益 6,284 2,759 

法人税、住民税及び事業税 918 1,572 

法人税等調整額 657 △585 

法人税等合計 1,575 987 

少数株主損益調整前当期純利益 4,709 1,772 

少数株主利益 18 76 

当期純利益 4,691 1,696 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 4,709 1,772 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 164 △1 

為替換算調整勘定 5,682 3,857 

退職給付に係る調整額 － 1,327 

その他の包括利益合計 5,846 5,183 

包括利益 10,555 6,955 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 10,448 6,802 

少数株主に係る包括利益 107 153 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 17,813 21,558 88,022 △13,634 113,759 

連結子会社の決算期変更に伴
う増減     △57   △57 

当期変動額           

剰余金の配当     △2,434   △2,434 

当期純利益     4,691   4,691 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 2,257 △1 2,256 

当期末残高 17,813 21,558 90,222 △13,635 115,958 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 △138 △11,871 △12,009 963 102,713 

連結子会社の決算期変更に伴
う増減         △57 

当期変動額           

剰余金の配当         △2,434 

当期純利益         4,691 

自己株式の取得         △1 

自己株式の処分         － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

164 5,593 5,757 △149 5,608 

当期変動額合計 164 5,593 5,757 △149 7,864 

当期末残高 26 △6,278 △6,252 814 110,520 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 17,813 21,558 90,222 △13,635 115,958 

会計方針の変更による累積的
影響額     △739   △739 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

17,813 21,558 89,483 △13,635 115,219 

当期変動額           

剰余金の配当     △2,433   △2,433 

当期純利益     1,696   1,696 

自己株式の取得       △3 △3 

自己株式の処分           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △737 △3 △740 

当期末残高 17,813 21,558 88,746 △13,638 114,479 

 

             

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 26 △6,278 － △6,252 814 110,520 

会計方針の変更による累積的
影響額     △2,997 △2,997   △3,736 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

26 △6,278 △2,997 △9,249 814 106,784 

当期変動額             

剰余金の配当           △2,433 

当期純利益           1,696 

自己株式の取得           △3 

自己株式の処分           － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△1 3,780 1,327 5,106 149 5,255 

当期変動額合計 △1 3,780 1,327 5,106 149 4,515 

当期末残高 25 △2,498 △1,670 △4,143 963 111,299 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 6,284 2,759 

減価償却費 2,919 3,174 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △159 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △189 

受取利息及び受取配当金 △222 △266 

支払利息 170 181 

有形固定資産売却損益（△は益） △22 244 

売上債権の増減額（△は増加） △802 △1,913 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,948 5,401 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,371 1,651 

未払金の増減額（△は減少） △17 158 

未払費用の増減額（△は減少） △271 840 

その他 △677 △2,684 

小計 1,884 9,356 

利息及び配当金の受取額 225 265 

利息の支払額 △171 △182 

法人税等の還付額 218 449 

法人税等の支払額 △1,992 △1,737 

営業活動によるキャッシュ・フロー 164 8,151 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の売却による収入 73 280 

有形固定資産の取得による支出 △2,321 △2,043 

有形固定資産の売却による収入 316 967 

無形固定資産の取得による支出 △335 △623 

子会社株式の取得による支出 △411 － 

事業譲受による支出 △130 － 

その他 121 207 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,687 △1,212 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,824 △2,940 

配当金の支払額 △2,428 △2,426 

その他 △65 △52 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,317 △5,418 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,120 1,373 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,720 2,894 

現金及び現金同等物の期首残高 33,809 29,026 

連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物

の増減額（△は減少） 
△63 － 

現金及び現金同等物の期末残高 29,026 31,920 
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（５)継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。 

 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

[会計処理の原則・手続き等の変更の概要] 

 

 「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第２６号 平成２４年５月１７日。以下「退職給付会

計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第２５号 平

成２４年５月１７日。)が平成２５年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることに

なったことに伴い、当連結会計年度の期首よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務から年金資

産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び

未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。また、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するととも

に、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退

職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ

変更いたしました。 

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定める経過的な扱いに従って、

当連結会計年度の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債と

して計上したことに伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しており

ます。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当連結会計年度の期首の利益

剰余金に加減しております。 

 この結果、当連結会計年度の期首において、その他の包括利益累計額が２,９９７百万円減少し、利

益剰余金が７３９百万円減少しております。これによる損益への影響は軽微であります。 

 

注記事項

（開示の省略）

 

 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関

する注記事項、リース取引、税効果会計、金融商品、退職給付、有価証券、デリバティブ取引、関連当

事者との取引、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略しております。
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(セグメント情報等)

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 

 

報告セグメント 

 

調整額 

(百万円) 

 

合計 

(百万円) 
(注) 

電動工具 

(百万円) 

ライフ 

サイエンス 

機器 

(百万円) 

小計 

(百万円) 

 売上高          

 (1) 外部顧客に対する売上高 109,650 5,995 115,645  ― 115,645 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 109,650 5,995 115,645 ― 115,645 

 セグメント利益 4,423 1,908 6,331 ― 6,331 

 (注)  セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益であります。 

 

2. 地域別売上高に関する情報 

日本 

（百万円） 

アジア 

(百万円) 

ヨーロッパ 

(百万円) 

北アメリカ 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

43,084 9,608 35,262 21,336 6,355 115,645 

 (注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

 

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 

 

報告セグメント 

 

調整額 

(百万円) 

 

合計 

(百万円) 
(注) 

電動工具 

(百万円) 

ライフ 

サイエンス 

機器 

(百万円) 

小計 

(百万円) 

 売上高          

 (1) 外部顧客に対する売上高 129,112 4,215 133,327  ― 133,327 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 129,112 4,215 133,327 ― 133,327 

 セグメント利益 3,880 533 4,413 ― 4,413 

 (注)  セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益であります。 

 

2. 地域別売上高に関する情報 

日本 

（百万円） 

アジア 

(百万円) 

ヨーロッパ 

(百万円) 

北アメリカ 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

43,381 11,365 43,526 27,483 7,572 133,327 

 (注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 
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(一株当たり情報)

 

 １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

                    （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 

  １株当たり当期純利益 

    当期純利益              4,691 百万円       1,696 百万円 

    普通株主に帰属しない金額         ―            ― 

    普通株式に係る当期純利益       4,691           1,696 

    普通株式の期中平均株式数      101,401 千株       101,399 千株 

 

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,714 7,664 

関係会社預け金 8,823 6,333 

受取手形 342 427 

売掛金 23,940 28,384 

商品及び製品 7,516 7,058 

仕掛品 1,359 1,109 

原材料及び貯蔵品 361 358 

未収入金 359 257 

関係会社短期貸付金 10,988 12,298 

繰延税金資産 1,111 1,073 

その他 168 176 

貸倒引当金 △1,026 △1,346 

流動資産合計 59,660 63,795 

固定資産    

有形固定資産    

建物 21,447 19,655 

減価償却累計額 △14,147 △13,423 

建物（純額） 7,300 6,232 

構築物 2,541 2,434 

減価償却累計額 △1,991 △1,932 

構築物（純額） 549 502 

機械及び装置 25,049 24,328 

減価償却累計額 △22,801 △22,172 

機械及び装置（純額） 2,248 2,155 

車両運搬具 427 339 

減価償却累計額 △400 △316 

車両運搬具（純額） 26 22 

工具、器具及び備品 4,060 4,162 

減価償却累計額 △3,388 △3,373 

工具、器具及び備品（純額） 671 789 

土地 1,793 1,216 

建設仮勘定 14 3 

有形固定資産合計 12,604 10,922 

無形固定資産    

のれん 37 35 

施設利用権 16 0 

ソフトウエア 849 1,123 

無形固定資産合計 904 1,159 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,103 867 

関係会社株式 46,202 46,837 

従業員に対する長期貸付金 164 139 

前払年金費用 1,247 88 

繰延税金資産 750 998 

その他 476 314 

投資その他の資産合計 49,947 49,245 

固定資産合計 63,456 61,327 

資産合計 123,117 125,122 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 7,696 9,900 

未払金 1,273 1,238 

未払費用 2,625 3,005 

未払法人税等 33 297 

預り金 1,895 3,060 

役員賞与引当金 51 33 

資産除去債務 31 － 

その他 291 130 

流動負債合計 13,898 17,666 

固定負債    

退職給付引当金 1,998 1,716 

役員退職慰労引当金 394 225 

関係会社支援損失引当金 371 309 

資産除去債務 43 46 

その他 － 25 

固定負債合計 2,807 2,323 

負債合計 16,706 19,989 

純資産の部    

株主資本    

資本金 17,813 17,813 

資本剰余金    

資本準備金 21,388 21,388 

その他資本剰余金 169 169 

資本剰余金合計 21,558 21,558 

利益剰余金    

利益準備金 3,080 3,080 

その他利益剰余金 77,563 76,289 

別途積立金 35,300 35,300 

繰越利益剰余金 42,263 40,989 

利益剰余金合計 80,644 79,370 

自己株式 △13,635 △13,638 

株主資本合計 106,381 105,103 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 29 28 

評価・換算差額等合計 29 28 

純資産合計 106,410 105,132 

負債純資産合計 123,117 125,122 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
  至  平成26年３月31日) 

売上高 76,750 87,012 

売上原価    

商品及び製品売上原価 58,637 67,866 

売上総利益 18,113 19,146 

販売費及び一般管理費 16,895 16,740 

営業利益 1,218 2,405 

営業外収益    

受取利息 97 84 

受取配当金 1,499 1,321 

不動産賃貸料 425 379 

その他 24 22 

営業外収益合計 2,046 1,807 

営業外費用    

支払利息 5 9 

固定資産除却損 58 67 

為替差損 83 152 

賃貸不動産維持費 303 248 

貸倒引当金繰入額 － 130 

その他 17 16 

営業外費用合計 468 625 

経常利益 2,796 3,588 

特別利益    

固定資産売却益 19 － 

投資有価証券売却益 － 45 

受取配当金 3,424 － 

特別利益合計 3,443 45 

特別損失    

関係会社株式評価損 2,464 － 

貸倒引当金繰入額 884 － 

関係会社支援損失引当金繰入額 43 － 

訴訟和解金 55 － 

事業構造改革費用 － 105 

固定資産売却損 － 244 

製品自主回収関連費用 － 663 

特別損失合計 3,447 1,012 

税引前当期純利益 2,793 2,620 

法人税、住民税及び事業税 281 549 

法人税等調整額 71 259 

法人税等合計 352 808 

当期純利益 2,440 1,812 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計   別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 17,813 21,388 169 21,558 3,080 35,300 42,256 80,637 

当期変動額                 

剰余金の配当             △2,434 △2,434 

当期純利益             2,440 2,440 

自己株式の取得                 

自己株式の処分                 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － － 7 7 

当期末残高 17,813 21,388 169 21,558 3,080 35,300 42,263 80,644 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △13,634 106,374 △131 △131 106,243 

当期変動額           

剰余金の配当   △2,434     △2,434 

当期純利益   2,440     2,440 

自己株式の取得 △1 △1     △1 

自己株式の処分         － 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）     161 161 161 

当期変動額合計 △1 6 161 161 167 

当期末残高 △13,635 106,381 29 29 106,410 
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当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計   別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 17,813 21,388 169 21,558 3,080 35,300 42,263 80,644 

会計方針の変更による累積的 
影響額             △653 △653 

会計方針の変更を反映した 
当期首残高 

17,813 21,388 169 21,558 3,080 35,300 41,610 79,991 

当期変動額                 

剰余金の配当             △2,433 △2,433 

当期純利益             1,812 1,812 

自己株式の取得                 

自己株式の処分                 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － － △621 △621 

当期末残高 17,813 21,388 169 21,558 3,080 35,300 40,989 79,370 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △13,635 106,381 29 29 106,410 

会計方針の変更による累積的 
影響額   △653     △653 

会計方針の変更を反映した 
当期首残高 

△13,635 105,727 29 29 105,757 

当期変動額           

剰余金の配当   △2,433     △2,433 

当期純利益   1,812     1,812 

自己株式の取得 △3 △3     △3 

自己株式の処分         － 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）     △1 △1 △1 

当期変動額合計 △3 △623 △1 △1 △625 

当期末残高 △13,638 105,103 28 28 105,132 
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（４）継続企業の前提に関する注記

該当事項なし。 
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